
令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物物件件費費
維持補修費
社会保障扶助費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

人 円
人 円
人 円

・職員採用試験の筆記試験において、一定の受験準備が必要な従来型の公務員試験ではなく、民間企業でも広く取り入れられている総合適性検
　査（SPI3）を実施したことにより、多様な能力・経験に着目した人物重視の職員採用を実施することができました。
・職員研修参加者数については、国行政機関、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所、マッセOSAKAなどへの外部派遣研修や、マネ
ジメント力向上、実務研修、人権問題など人事室主催研修、職場内研修等の参加者の推移です。令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り研修の中止等があったため参加者数が減少しています。
・定期健康診断は事業主である市には実施義務が、また職員には受診義務があり、受診率100%を目標としています。なお受診率には、定期健康診断
の代替となる健診の受診者数を含め算定していますが、令和2年度は受診率が上昇しました。
・職員が人間ドック等を利用する際の自己負担について公費による助成を実施することで、疾病の予防や早期発見に努めました。

％ 95.1 95.4 96.8 定期健康診断の受診率

9,443

11.0 21.7 24.2 職員採用試験の応募倍率（総応募者数／総募集人数）
人 14,348 12,371 5,774 職員研修への参加のべ人数

管理事業名 人人事事管管理理事事業業
総合計画の

体系

大綱　８
政策　１
施策　３

行政経営
行政資源の効果的活用
人材育成の推進

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （目） 1 一般管理費

部局名 総務部 予算執行所属 人事室

一般事務事業
人事管理事業

（款）総務費（項）総務管理費（目）退隠料及び遺族扶助料　人事管理事業
（款）総務費（項）総務管理費（目）職員研修費　人事管理事業
（款）総務費（項）総務管理費（目）職員厚生費　人事管理事業

人事管理事業では、職員の人事管理、人材育成、健康管理、福利厚生等の事業を行っています。
主な業務内容は次のとおりです。
　・人事管理　・・・・　職員の任免、分限・懲戒、服務、その他職員の人事管理全般を行っています。公務の能率的かつ適正な運営を図るため、制度の見
　　　　　　　　　　　　　直しやシステムでの情報管理等を行っています。
　・人材育成　・・・・　一人ひとりの職員の事務処理能力、都市経営力や市民応対力の向上、意識改革、役職ごとに求められるマネジメント力の強化など、
　　　　　　　　　　　　　職員のスキルアップと組織改革につながる研修を実施しています。
　・福利厚生　・・・・　職員等が健康で働き続けることができるよう、定期健康診断の実施やメンタルヘルス対策等のほか、福利厚生事業を実施していま
　　　　　　　　　　　　　す。

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義
職員採用試験応募倍率

職員研修参加者数
職員定期健康診断受診率

倍率

福利厚生給付等事業にかか
る一人当たり公費負担額

円

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

9,039 9,247
職員厚生給付事業及び職員会館維持管理事業にかかる職員一人当た
りの公費負担額

成
果
の
説
明

勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容
A B B-A

給与関係費

【会計年度任用職員報酬・給料・職員手当等】
18,993千円(+18,993千円)
【臨時雇用員賃金】0円（△40,523千円）
（合計△21,530千円は、計画上欠員代替枠の減少
によるもの）

- - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

国庫支出金（経常費用充当） 6 6 - △6 
- - - -

物件費
人事給与システム保守・改修委託料15,920千円
（△25,963千円）

- - - -
- - - -
- - - -
- - - -

104,757 55,030 62,899 7,869 
負担金・補
助金・交付
金等

【報償費】公務災害等見舞金　31,110千円（+31,110
千円）
【補助金】職員会館維持管理費補助金　9,799千円
（+1,147千円）

104,763 55,036 62,899 7,863 

経
常
費
用

335566,,885511  338855,,554466  336655,,994488  △△1199,,559988  
6666,,779977  110077,,885533  8822,,332255  △△2255,,552288  

19 - - -
- - - -

負負担担金金・・補補助助金金・・交交付付金金等等 8822,,885588  6699,,559944  110066,,554477  3366,,995533  
- - - -

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

2,761 2,761 2,761 - A B B-A
- - - - 110044,,776633  5555,,003366  6622,,889999  77,,886633  

25,469 28,327 26,458 △1,869 555566,,668866  661133,,115500  660077,,770077  △△55,,444444  
43,753 26,741 8,837 △17,904 行政サービス活動収支差額 △451,923 △558,114 △544,808 13,306 

- - - - - - - -
- - - - - - - -

578,509 620,822 592,876 △27,946 - - - -
△473,745 △565,786 △529,977 35,808 - - - -

特

別

収

入

- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - - △451,923 △558,114 △544,808 13,306 

特

別

費

用

- - - - 451,923 558,114 544,808 △13,306 
- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - -

△473,745 △565,786 △529,977 35,808 
451,923 558,114 544,808 △13,306 

決算額の
主な内容

（行政サービス活動収入）退職手当負担金
36,599千円(+8,577千円）
（行政サービス活動支出）人事給与システム保守・
改修委託料　15,920千円（△25,963千円）

- - - -
- - - -

△21,822 △7,671 14,831 22,502 

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

市民1人当たりのコ
スト

平成30年度 371,030 1,558
市民1人当たり円のコストがかかっています。
令和3年3月31日現在の吹田市人口で算出しています。

令和元年度 373,978 1,660
令和2年度 376,944 1,573

－ 170 －



令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物物件件費費
維持補修費
社会保障扶助費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

人 円
人 円
人 円

・職員採用試験の筆記試験において、一定の受験準備が必要な従来型の公務員試験ではなく、民間企業でも広く取り入れられている総合適性検
　査（SPI3）を実施したことにより、多様な能力・経験に着目した人物重視の職員採用を実施することができました。
・職員研修参加者数については、国行政機関、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所、マッセOSAKAなどへの外部派遣研修や、マネ
ジメント力向上、実務研修、人権問題など人事室主催研修、職場内研修等の参加者の推移です。令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り研修の中止等があったため参加者数が減少しています。
・定期健康診断は事業主である市には実施義務が、また職員には受診義務があり、受診率100%を目標としています。なお受診率には、定期健康診断
の代替となる健診の受診者数を含め算定していますが、令和2年度は受診率が上昇しました。
・職員が人間ドック等を利用する際の自己負担について公費による助成を実施することで、疾病の予防や早期発見に努めました。

％ 95.1 95.4 96.8 定期健康診断の受診率

9,443

11.0 21.7 24.2 職員採用試験の応募倍率（総応募者数／総募集人数）
人 14,348 12,371 5,774 職員研修への参加のべ人数

管理事業名 人人事事管管理理事事業業
総合計画の

体系

大綱　８
政策　１
施策　３

行政経営
行政資源の効果的活用
人材育成の推進

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （目） 1 一般管理費

部局名 総務部 予算執行所属 人事室

一般事務事業
人事管理事業

（款）総務費（項）総務管理費（目）退隠料及び遺族扶助料　人事管理事業
（款）総務費（項）総務管理費（目）職員研修費　人事管理事業
（款）総務費（項）総務管理費（目）職員厚生費　人事管理事業

人事管理事業では、職員の人事管理、人材育成、健康管理、福利厚生等の事業を行っています。
主な業務内容は次のとおりです。
　・人事管理　・・・・　職員の任免、分限・懲戒、服務、その他職員の人事管理全般を行っています。公務の能率的かつ適正な運営を図るため、制度の見
　　　　　　　　　　　　　直しやシステムでの情報管理等を行っています。
　・人材育成　・・・・　一人ひとりの職員の事務処理能力、都市経営力や市民応対力の向上、意識改革、役職ごとに求められるマネジメント力の強化など、
　　　　　　　　　　　　　職員のスキルアップと組織改革につながる研修を実施しています。
　・福利厚生　・・・・　職員等が健康で働き続けることができるよう、定期健康診断の実施やメンタルヘルス対策等のほか、福利厚生事業を実施していま
　　　　　　　　　　　　　す。

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義
職員採用試験応募倍率

職員研修参加者数
職員定期健康診断受診率

倍率

福利厚生給付等事業にかか
る一人当たり公費負担額

円

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

9,039 9,247
職員厚生給付事業及び職員会館維持管理事業にかかる職員一人当た
りの公費負担額

成
果
の
説
明

勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容
A B B-A

給与関係費

【会計年度任用職員報酬・給料・職員手当等】
18,993千円(+18,993千円)
【臨時雇用員賃金】0円（△40,523千円）
（合計△21,530千円は、計画上欠員代替枠の減少
によるもの）

- - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

国庫支出金（経常費用充当） 6 6 - △6 
- - - -

物件費
人事給与システム保守・改修委託料15,920千円
（△25,963千円）

- - - -
- - - -
- - - -
- - - -

104,757 55,030 62,899 7,869 
負担金・補
助金・交付
金等

【報償費】公務災害等見舞金　31,110千円（+31,110
千円）
【補助金】職員会館維持管理費補助金　9,799千円
（+1,147千円）

104,763 55,036 62,899 7,863 

経
常
費
用

335566,,885511  338855,,554466  336655,,994488  △△1199,,559988  
6666,,779977  110077,,885533  8822,,332255  △△2255,,552288  

19 - - -
- - - -

負負担担金金・・補補助助金金・・交交付付金金等等 8822,,885588  6699,,559944  110066,,554477  3366,,995533  
- - - -

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

2,761 2,761 2,761 - A B B-A
- - - - 110044,,776633  5555,,003366  6622,,889999  77,,886633  

25,469 28,327 26,458 △1,869 555566,,668866  661133,,115500  660077,,770077  △△55,,444444  
43,753 26,741 8,837 △17,904 行政サービス活動収支差額 △451,923 △558,114 △544,808 13,306 

- - - - - - - -
- - - - - - - -

578,509 620,822 592,876 △27,946 - - - -
△473,745 △565,786 △529,977 35,808 - - - -

特

別

収

入

- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - - △451,923 △558,114 △544,808 13,306 

特

別

費

用

- - - - 451,923 558,114 544,808 △13,306 
- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - -

△473,745 △565,786 △529,977 35,808 
451,923 558,114 544,808 △13,306 

決算額の
主な内容

（行政サービス活動収入）退職手当負担金
36,599千円(+8,577千円）
（行政サービス活動支出）人事給与システム保守・
改修委託料　15,920千円（△25,963千円）

- - - -
- - - -

△21,822 △7,671 14,831 22,502 

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

市民1人当たりのコ
スト

平成30年度 371,030 1,558
市民1人当たり円のコストがかかっています。
令和3年3月31日現在の吹田市人口で算出しています。

令和元年度 373,978 1,660
令和2年度 376,944 1,573

◆◆貸貸借借対対照照表表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建建物物・・工工作作物物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

ⅢⅢ　　財財務務構構造造分分析析 貸貸借借対対照照表表のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））
▽▽人人ににかかかかるるココスストトのの内内訳訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽▽経経常常費費用用のの構構成成割割合合 物件費の内訳（単位：千円）

▽▽施施設設のの概概況況 ▽▽分分析析指指標標 （単位：％）

A B
施設維持補修費比率
施設老朽化比率
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率
経常費用対公共資産比率

【参考：市保有施設全体の老朽化比率は57.2％】
ⅣⅣ　　総総括括
▽▽分分析析結結果果のの説説明明

▽▽分分析析結結果果をを踏踏ままええたた事事業業のの課課題題

勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額

勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 28,327 26,458 

- - - -

△1,869 
- - - - - -

- -
- - - 28,327 26,458 △1,869 
- - - - - -
- - - - - -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

8,742 5,982 △2,761 -

88,,774422  55,,998822  △△22,,776611  -

- -
- - - 265,171 249,448 △15,723 

- -
- - - - - -
- - - 265,171 249,448 △15,723 
- - - - - -

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - - -
- - - 293,498 275,906 △17,591 
- - -
- - - △284,755 △269,925 14,831 
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △284,755 △269,925 14,831 
- - -

8,742 5,982 △2,761 8,742 5,982 △2,761 

勘定科目 増  減  理  由
常勤・再任用 会計年度任用等 特別職非常勤

建物・工作
物

職員会館　建物
減価償却による2,761千円の減

合計(千円）

事業従事人数
年間従事延日数 年間従事延日数

42.05 1659 92

401,243 

内、時間外勤務手当 29,234 

給与関係費等 366,303 29,250 5,690

施設の名称 市役所本庁舎　職員会館 分析指標　　　　　　　       　　年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差

B-A

取得年月日 昭和48年（1973年）5月1日
0.0 - - -

91.7 93.7 95.7 2.0

建物・工作物の取得価額 138,040 千円
- - - -
- - - -

建物・工作物の減価償却累計額 132,058 千円
81.2 91.0 89.6 △ 1.4

419.1 449.7 429.5 △ 20.2

利用料金収入 - 千円

本事業では、事業費による分析は難しいですが、職員の人事管理、人材育成、福利厚生における各制度がより有機的に作用し合うよう、制度間の関係性
を常に整理することが必要であると考えています。
採用試験では、多様な能力・経験に着目した人物重視の職員採用を実施しました。しかしながら技術職、一部の専門職では、人材の確保が厳しい状況と
なっていることから、採用試験の実施方法や受験要件等についてさらなる検討が必要であると考えます。職員となった後は、人材育成として総合的・計画
的に職員の成長支援を行い、職員の能力開発、組織力の強化を進めていくことが重要であると認識しています。実務における基礎能力の向上を図るとと
もに、時代の変化や市民ニーズを的確にキャッチし、自ら考え自ら行動できる職員を育成するための研修を計画し、職員一人ひとりが果たすべき役割を自
覚し積極的に研修に参加するなど自育に取り組むための意識改革や仕組みづくりを図っていくことが課題と考えています。
また、そのような人材育成を行う土台としては、ワークライフバランスを確保するなど、すべての職員が働きやすい環境を作るとともに職員自身の健康を支
援し、業務能率を向上させることが重要であると考えています。健康管理では、定期健康診断の受診率100％を目指し引き続き職員に勧奨していきたいと
考えています。

事業に係るコスト全体の61.7％が給与関係費です。前年度に比べ減少した主な理由は、計画上の欠員代替枠の減によるものです。
また、事業に係るコスト全体の13.9％が物件費ですが、その内委託料が62.4％を占めています。委託料は職員の各種健康診断の実施や人事給与システ
ムの保守、職員採用試験の問題の作成及び採点によるものです。
事業の財源は、大半が一般財源であり、特定財源は、会計年度任用職員の雇用保険料本人負担分（雇用保険加入者の報酬等支給額の3/1000）、職員
会館の目的外使用（自販機、組合事務所）に係る光熱水費等です。職員会館は、減価償却により資産（建物）が減少しています。老朽化比率は95.7％で、
市保有施設全体の老朽化比率57.2％と比較し、38.5ポイント老朽化が進行している施設です。
退職手当負担金は、公営企業との協定書に基づき、それぞれに在職していた期間に応じて、退職手当を案分して負担するもので、前年度より歳入、歳出
とも上回りました。

給与関係

費

61.7%

物件費

13.9%

負担金・補

助金・交付

金等

18.0%

減価償却

費

0.5%

賞与引当

金繰入額

4.5%

退職手当

引当金繰

入額

1.5%

2,992 
7,763 

10,324 
51,435 

8,685 
1,126 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

旅費
需用費（修繕費を除く）

役務費
委託料

使用料及び貸借料
備品購入費

5(一般会計・人事管理事業)
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